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This research note is a case study focusing on the logistics cluster in Busan, Korea. Each aspect of the Busan 
logistics cluster is described, including infrastructure construction, logistics parks, transportation lines, attraction of 
logistics companies, preferential treatments for logistics companies, and demand for logistics services. Several new 
types of logistics services provided by logistics companies located inside the logistics park of the Busan New Port 
are also examined from an innovation perspective. This case study is a replication of the propositions posited in 
previous studies, wherein the main factors of the relationship between transportation node development and 
logistics cluster formation are indicated. 
 











釜山港は 1990 年代後半から北東アジアのハブ港に成長し、世界的に注目を集めてきた。 
＜研究ノート＞ 




る。2015 年の港湾のコンテナ取扱量で世界第 6 位、トランシップのコンテナ取扱量ではシ




らの企業に出資している韓国系物流企業は 110 社、外資系物流企業は 94 社にのぼる。団

















筆者らは 2016 年 5 月 15 日から 5 月 19 日まで釜山で現地調査を実施し、釜山港湾公社、












                                                        
1 釜山港湾公社（BPA）の提供資料より引用。 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 




韓国は 3 面が海に囲まれているため、港湾と海運が重要な産業になっている。1876 年に
開港した釜山港は朝鮮半島の南東端に位置し、韓国最大のコンテナ港湾である。ここ 20
年あまり釜山港のコンテナ取扱量は増加し続けており、2015 年には 1,946 万 TEU にのぼ
り韓国全体の年間コンテナ取扱量の 76％を占める。そのうち、輸出入貨物とトランシップ
貨物はそれぞれ 49％、51％を占める。 
釜山港は北港（North Port）、甘川港（Gamcheon Port）、新港（New Port）という 3 つの港
湾から構成されている。コンテナ貨物を取り扱っている港湾は北港と新港で、甘川港は主
に一般貨物、冷凍・冷蔵食品、魚類などバルク貨物を取り扱っている。北港には子城台
（Jaseongdae Pier）、神仙台（Shinseondae Pier）、戡蛮（Gamman Pier）、新戡蛮（Singamman 
Pier）の 4 つのコンテナターミナルがあり、新港には新港第 1 埠頭（New Pier 1）から第 5
埠頭まで計 5 つのコンテナターミナルが稼働している2。2015 年のコンテナ取扱実績では、
北港は 659 万 TEU と釜山港全体の 34％、新港は 1,287 万 TEU と全体の 66％を占めた。 
釜山港は北東アジアのほぼ真ん中に位置し、3 時間飛行距離圏内に人口 100 万以上の都
市を約 60 も擁している。北東アジアには世界 GDP の約 20％、世界人口の 25％、世界貿





よって、釜山港は 365 日 24 時間のフル稼働が可能となっている。2015 年に上海の洋山港












されつつある。産業規模から見ると、韓国の 9 割以上の造船業と 4 割以上の機械産業、そ
して 5 割以上の自動車産業は釜山を中心とする地域に集中するため、膨大な貨物輸送のニ
                                                        












韓国政府は 2003 年に釜山広域市と隣の鎮海市を含む 51.2 ㎢のエリアを経済自由区に指
定した。現在この地域は、釜山鎮海経済自由区（BUSAN-JINHAE FREE ECONOMIC ZONE, 










イノベーション・マネジメント No.14 - 87 -
経済自由区指定とともに、韓国政府の一連の港湾事業促進政策もまた、釜山港の規模拡
大に多大な影響を与えている。後述するように、韓国政府は釜山新港の背後物流団地を自






















再開発の面積は 153 万 2,419 ㎡、総事業費は 85 億米ドル、開発期間は 2008 年から 2019 年
までとされている。新国際旅客ターミナルは既に 2015 年 8 月末から稼働している。他の
地区の工事は進行中である。 
新港の整備投資総額は 120 億米ドルで、1997 年から 2020 年まで 3 期にわたって計 45 バ
ースのターミナルを造成する計画である。当初の開発計画期間は 1997 年から 2011 年まで
の 2 期のみであったが、2010 年以降、2020 年までの第 3 期工事を新たに追加した。韓国
海洋水産部と釜山港湾公社は、貨物量が今後も増加傾向にあり、より大規模なキャパシテ
ィが必要になると判断して 3 期目の開発計画を立案したという。 
1 期目と 2 期目を合わせて、計 29 バースのコンテナターミナルと 2 バースのその他ター
ミナルが新設される。具体的には北コンテナターミナルに 13 バース、南コンテナターミ
ナルに 11 バース、西コンテナターミナルに 5 バース、RORO ターミナル 1 バースと多目
的ターミナル 1 バースなどである。3 期目においては、コンテナターミナルとバルク貨物
用ターミナルを含めて、14 バースが建設される予定である。このように、2020 年までに、
釜山新港には合計でコンテナターミナル 40 バースと、その他（多目的）ターミナル 5 バ
ース、計 45 バースが造成される計画である（図 3）。 
 
＜研究ノート＞ 

















1 期と 2 期で計画されている 31 バースのうち、コンテナターミナル 21 バースと、多目
的ターミナル 2 バース、計 23 バースは既に稼働している。23 バースの中の 10 バースは民
間資本によって開発された。2 期目のまだ完成していない 8 バースのうち、南コンテナタ
ーミナルの 3 バースも民間資本を活用して開発することが決まっており、現在は建設中で
ある。西コンテナターミナルの 5 バースは釜山港湾公社が開発を担当し、2020 年までに完
成する予定である。新港の整備計画がすべて完了すれば、新港だけで 2,200 万 TEU 以上の
コンテナ取扱能力を持つようになる（表 1、図 3）。 
新港の岸壁水深は 16m～18m と深く、最大 1 万 8,000TEU の超大型船の寄港が可能であ
る。2006 年稼働開始当初から、1 万 TEU 級以上の超大型コンテナ船が接岸している。そ
のほかに、新港は自動化ゲートシステムを装備しており、年中無休でヤード・オペレーシ









る（図 4）。総面積は 944 万㎡にのぼる計画である。そのうち 419 万㎡は既に分譲が完了し、
主に物流企業が入居している。残りの 525 ㎡は段階的に分譲し、2017 年末には西コンテナ
背後団地の 47 万㎡を、そして 2020 年には南コンテナ背後団地の 144 万㎡を分譲する計画
である（表 2）。 
                                                        
4 釜山港湾公社のホームページより。 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 
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表1 釜山新港ターミナルの開発計画と稼働状況 
ターミナル 期 バース 稼働開始 開発者 
北コンテナターミナル 1-1 期 3 2006 年 BPA 
1-1 期 3 2006 年 民間企業 
1-2 期 3 2009 年 民間企業 
2-1 期 4 2009 年 BPA 
その他 RORO ターミナル 1 2008 年 BPA 
多目的ターミナル 1 2008 年 BPA 
南コンテナターミナル 2-2 期 4 2009 年 BPA 
2-3 期 4 2011 年 民間企業 
2-4 期 3 2021 年（予定） 民間企業 
多目的ターミナル 2 未定 未定 
西コンテナターミナル 2-5 期 3 2020 年（予定） BPA 
2-6 期 2 2020 年（予定） BPA 
フィーダーターミナル 4 未定 未定 
3 期目開発地区 東コンテナターミナル 5 未定 未定 
一般貨物ターミナル 1 未定 未定 
多目的ターミナル 1 未定 未定 
穀物専用ターミナル 1 未定 未定 
合計 45 バース 













計画 現況 2017 年末以降 
北側 222 万 170 未定 
熊東 361 万 249 未定 
西側 217 万 ― 47 万（2017 年末分譲予定） 
南側 144 万 ― 144 万（2020 年分譲予定） 
合計 944 万 419  
（出所）釜山港湾公社の社内資料をもとに筆者ら作成。 








いる。団地内の基本賃貸料は 1 ㎡ごとに月 482 ウォン（約 48 円）で、外資系物流企業に対し
ては 321 ウォン（約 32 円）とさらに低い料率で提供している。適用期間は最初の 3 年間で、





物流業：外資金額が 500 万米ドル以上 
製造業：外資金額が 1,000 万米ドル以上 





15 年間 100％免税 
財産税 
7 年間 100％免税、以降 3 年間
50％減免 
関税 ― 免除・還付 





月 482 ウォン/㎡ 
適用期間：3 年 
優遇賃貸料 物流を営む企業/外資系企業 






外資金額が 500 万米ドル以上 3 年間 50％減免 
外資金額が 1,000 万米ドル以上 5 年間 50％減免 
（出所）釜山港湾公社の社内資料より引用。
                                                        
5 国際港湾や国際空港とそれらの近隣エリアが FTZ に指定されることが多い。FTZ 内では、禁制品以外
の商品を無関税で輸入できる。韓国では 4 ヵ所の自由貿易港湾と、1 ヵ所の自由貿易空港がある。即ち、
釜山新港（Busan New Port）、光陽港（Gwangyang Port）、仁川港（ Incheon Port）、平澤 ·唐津港
（Pyeongtaek-Dangjin Port）の 4 港湾と仁川空港である。釜山港湾公社の社内資料より。 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 



















110 社、外資系物流企業は 94 社にのぼる。日本通運や三井倉庫など、多くの日本の大手物
流企業もその中に含まれている。68 社の入居法人のうち、2015 年 3 月の時点で 58 社が操







（TEU） 韓国企業 外国企業 
北側 30 47 49 30 243,638 
熊東 38 63 45 28 80,316 
西側 2018 年に完成予定 ― ― ― ― 
南側 2021 年に完成予定 ― ― ― ― 






ヵ国・地域の約 500 港湾と繋がっており、週に 455 便のコンテナ定期サービスを提供して
いる（2016 年）。週当たり計 97.5 便と充実したネットワークが発達している北米と欧州の
                                                        
6 釜山港湾公社（BPA）は 2004 年に設立された 100％国営企業で、釜山港の開発と管理・運営を担当して
いる。 
＜研究ノート＞ 
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2 大基幹航路に加えて、中国、日本、東南アジアに連結する高頻度のフィーダー・サービ
ス網を構築している。具体的には中国航路は週に 62.5 便、日本航路は週に 79 便、東南ア























                                                        
7 釜山港湾公社の社内資料より。 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 






























狩—苫小牧—光陽 1,100 1/週 
天津—釜山—釜山新港—石狩—苫小
牧—光陽 1,100 1/週 
日本海エリア 青島—大連—釜山—釜山新港—新潟—
秋田—釜山 1,100 1/週 
【日－韓 航路】 
日本海エリア 釜山—釜山新港—富山—新潟—秋田—
釜山 650 1/週 
京浜、東海エリア 釜山—東京—横浜—名古屋—豊橋—釜
山 700 1/週 
阪神エリア 蔚山—釜山—大阪—神戸—蔚山 700 1/週 
  
＜研究ノート＞ 
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四国・瀬戸内エリア 
釜山—釜山新港—志布志—徳島—福
山—高松—高知—徳山—釜山 550 1/週 
釜山—今治—松山—水島—伊予三島—
釜山—広島—福山—水島—釜山 420 2/週 
九州エリア 
釜山—博多—門司—広島—釜山—門司—
博多—岩国—釜山 200 2/週 
釜山新港—釜山—門司—博多—釜山新
港—釜山—門司—伊予三島—博多 200 2/週 
釜山—薩摩川内—八代—三池—釜山—












る。釜山入港は朝 8 時、出港は 21 時となっている。日本郵船と高麗海運の合弁会社である
カメリアラインは、コンテナ船を利用したフィーダー・サービス以外に、RORO 船・フェ
リーサービスも手掛けている。同社は、釜山—博多間に 220TEU 積みのフェリーを 1 隻投入
















                                                        
8 韓国日本通運への聞き取り調査（2016 年 5 月 16 日）より。 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 
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4. 多様なロジスティクス・サービスの開発 
 





トリ ・ーコンソリデーション（MCC）サービス、バルクカーゴの長期保税蔵置（BWT, Bonded 






MCC とは、Multi Country Consolidation の略で、複数の国・地域から調達した商品をいっ
たん特定の倉庫に集約してから配送するというモデルである。日本の大手通信販売業者の
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2013 年 8 月以降、千趣会は各海外拠点を順次、韓国日通の釜山新港の倉庫にシフトして
いき、2014 年 12 月までにすべての移管を完了した（図 7）。釜山に海外在庫を集約するこ
とによって輸送リードタイムは大幅に短縮され、在庫圧縮にも繋がった。海外倉庫から日
本国内の出荷センターまでのリードタイムはかつての 3～24 日間から 1～2 日間となり、
国内在庫の極小化を図ることができるようになった。MCC サービスの利用をはじめ、一
連の物流合理化改革は、千趣会に 8 億円の物流費削減効果をもたらしたという。 



































新港国際物流（NPIL）は、LME の指定倉庫に登録されている団地内企業の 1 つである。
約 3.4 万㎡もある同社の広い敷地の中にある約 1.5 万㎡の保管スペースは、アルミインゴ
ットで覆われており、1 ヵ月当たり数万トンの取扱量を誇っている。 
KCTC＆NYK ロジスティクス社は、LME 指定倉庫には登録されていないが、Pacorini や
メトロ、スタインベックなどの LME 指定倉庫事業者から受託する形でアルミインゴット
を扱っている9。倉荷証券を発行することができないため、商品の売買契約が結ばれた後に、
指定倉庫の指示に基づいて実出荷を行う。同社の 50 億ウォン（約 5 億円）弱の売上高の
うち、アルミインゴットの取り扱いは約半分を占める。年間取扱貨物は 100 万トンに達し
ているという。 
















                                                        
9 KCTC＆NYK ロジスティクス社は、韓国の物流企業の KCTC（90％出資）と日本郵船（10％出資）の合
弁企業である。筆者らは 2016 年 5 月 16 日に同社を訪問し、聞き取り調査を実施した。 
10 筆者らは、2016 年 5 月 16 日に韓国日通の運営している千趣会専用倉庫と日産専用のクロスドック・セ
ンターを訪問し、聞き取り調査を実施した。 
＜研究ノート＞ 
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韓国国内のミルクラン集荷、釜山新港 FTZ 内の物流センターでのクロスドッキング作業、
センターからフェリーまでのドレージ輸送は、一貫して韓国日通が担当する。同社はミル











ン実現のための重要な工夫である（図 10 と図 11）。ダブル・ライセンス、即ち、トレーラ
ーに日本と韓国の両方のナンバープレートを取り付けていることによって、クロスドック
から日産の工場まで積み替えなく一貫輸送が可能になる。現在、このようなダブル・ライ



































のタイヤ配送事業は典型的な例である11。BS の韓国市場における DC および配送業務を一
手に受託している HCL 社は、年間 70～80 万本のアフター市場用のタイヤを扱っており、
韓国全土 190 社ほどのディーラーに配送している。釜山新港 FTZ 内のブリヂストン専用の
                                                        




イノベーション・マネジメント No.14 - 101 -




サービスを提供できるという。BS の約 40 の主要な供給先には、月間 5～6 回と高い頻度
で配送を行っている。BS の DC 業務からの収益は、HCL の売上高全体の 6 割強を占めて
いるという。 
日韓合弁の MS Distripark 社（以下、MSD）は、PPP（Pusan Platform Project）と称するプ
ロジェクトを展開している12。同社のマネジャーLim 氏の説明によると、PPP の基本的な
コンセプトは、”Local to World” & “World to Local”である。即ち、釜山ハブ港と釜山新港
FTZ を活用して、ローカルの小口貨物を集約し世界の消費地に送り、韓国や日本などの地
方を世界に繋げるということである。これは、インバウンドの DC 業務とアウトバウンド
の DC 業務の両方を含む。 
北米からの輸入食品を扱っている日本の食品商社 A 社は、もともと横浜港で商品を陸揚
げし、横浜港にある DC で検品・一時保管してから、本州全域に配送していた。この DC
業務を釜山新港 FTZ 内の MSD 社の倉庫に移管したことによって、15％のコスト削減効果
が得られたという。別の食品商社 B 社は、日本から韓国へ食品を輸出し、韓国全土の 15
箇所に配送を行う。以前は日本の各仕入先から横浜港の物流センターにいったん集荷して
から韓国 DC（FTZ 内ではない）に入庫し、ここから配送を行っていた。この流れは MSD
の提案によって大きく変更された。まず韓国 DC 機能は釜山新港 FTZ に移管され、そして
横浜港のセンター機能も大幅に縮小した。代わりに、日本各地の仕入先の最寄りの地方港





おり、順調に業容を拡大している。同社は FTZ 内に MSD1 と MSD2 の 2 箇所の倉庫を設






る。ナイス（NICE）は 1 つの好例である。同社は日本最大手の住宅資材商社で、2014 年 6
月に韓国の釜山新港に加工・物流センターを開設した。東南アジアや北米、オーストラリ
アなどから輸入した木材を釜山新港に集約し、加工を施してから、日本をはじめアジア各
                                                        
12 筆者らは 2016 年 5 月 17 日に MS Distripark 社を訪問し、聞き取り調査を実施した。同社は 2007 年 12
月に韓国のモラックス・ラインが 90%、 日本のセイノーロジックスが 10%出資して釜山新港の FTZ
内で設立された合弁企業である。 
＜研究ノート＞ 



















国際船用品流通センターは 2012 年に運営を開始し、5 階建ての建物で、敷地面積は 3 万
3,455 ㎡、投資総額が 280 億ウォン（約 28 億円）であった。国際船用品流通センター内に
は倉庫（冷凍、冷蔵、重量物、一般貨物）、事務所、銀行、食堂などが設置されている。1





貸料を 2 回にわたり引き下げ、当初の 51％となった。国際船用品流通センターには 56 社





共同物流倉庫 6,182 ― ― 
倉庫 
（冷凍、冷蔵、一般） 
14,216 13,740 97 
事務所 10,373 9,432 91 
計 24,589 23,171 94 
（出所）国際船用品流通センターの資料より引用。 
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国際船用品流通センターに入居している船用品企業は、広報宣伝の目的で、センターの
1 階のロビーに船用品常設展示場を設置している。展示場は入居企業のうち 28 社が 1 億
2,000 万ウォン（約 1,200 万円）を投資して共同で設置し、会社ごとのブースを設けた。総








































ジアにおけるプレゼンスはやや色褪せ感が否めない。世界ランキング 1 位の上海港、3 位
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る。現在、同港のトランシップ貨物の約 15％は日本が発着地であるという。同港の背後物



































実際、筆者らの訪問した K&N 社は年平均約 20％の粗利益率を上げており、HCL 社や
                                                        
15 釜山ロジスティクス・クラスターを発展させるために、国際金融機能の導入、充実が重要である点に
ついて、韓国政府は理解しており、積極的に取り組んでいると、筆者らのインタビュー（2016 年 5 月
18 日に実施）を受けた韓国海洋大学の李基煥教授は指摘した。 
＜研究ノート＞ 
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（2016 年 5 月 16 日に実施）と、同社の提供資料に依拠した）。 
関釜フェリー株式会社のホームページ http://www.kampuferry.co.jp/（2016 年 10 月 30 日に確
認）。 
現代コスコ・ロジスティクス株式会社の提供資料 （現代コスコ・ロジスティクスに関する
記述は、同社への聞き取り調査（2016 年 5 月 17 日に実施）と、同社の提供資料に依拠
した）。 
高麗海運株式会社のホームページ http://www.kmtc.co.kr/（2016 年 10 月 30 日に確認） （高
麗海運に関する記述は、同社への聞き取り調査（2016 年 5 月 16 日に実施）と、同社の
オフィシャル・サイトに依拠した）。 
ナイス株式会社のホームページ  http://www.nice.co.jp/nbr/2016-04-01_2087/04.html 
（2016 年 10 月 22 日に確認）。 
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釜山港湾公社への聞き取り調査（2016 年 5 月 17 日に実施）、同公社の提供資料及び釜山
国際船用品センターに対する現地調査に依拠した）。 
釜山港湾公社ホームページ http://www.busanpa.com/kor/Contents.do?mCode=MN0882（2016 年
10 月 29 日に確認）。 
釜山広域市ホームページ http://japanese.busan.go.kr/Main.bs（2016 年 10 月 29 日に確認）。 
釜山鎮海経済自由区域庁ホームページ http://jpn.bjfez.go.kr/sub/02_03.asp（2016 年 10 月 29
日に確認）。 
KCTC＆NYK ロジスティクス株式会社の提供資料（KCTC＆NYK ロジスティクスに関する記
述は、同社への聞き取り調査（2016 年 5 月 16 日に実施）と同社の提供資料に依拠した）。 
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